
２級 第２予想 解答・解説 
第１問（20点） 

解 答 

仕  訳

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

１ 
売 掛 金

売 上 原 価 

375,000 

300,000 

売 上 

商 品 

375,000 

300,000 
Ａ 

２ 

建 物 14,045,000 建 設 仮 勘 定 

当 座 預 金 

現 金 

10,500,000 

3,500,000 

45,000 

Ａ 

３ 

建 物 

修 繕 引 当 金 

修 繕 費

650,000 

300,000 

375,000 

当 座 預 金 1,325,000 

Ａ 

４ 
営 業 外 支 払 手 形 

支 払 利 息 

896,000 

35,840 

当 座 預 金 

前 払 利 息 

896,000 

35,840 
Ｂ 

５ 

車両運搬具減価償却累計額 

減 価 償 却 費 

固 定 資 産 売 却 損 

車 両 運 搬 具 

1,491,750 

146,250 

182,000 

2,340,000 

車 両 運 搬 具 

未 払 金

1,950,000 

2,210,000 
Ｂ 

仕訳１組につき４点 合計20点 

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

２．建設仮勘定 

建物の引渡しを受け、工事代金の残額は小切手を振り出して支払い、登記料は現金

で支払った。工事代金の一部を前払いしている。

Point
登記料は付随費用とし

て建物の取得原価に含

める。 

前払いしたさい、建設

仮勘定で処理してい

る。 

引渡しを受けたときに

建物勘定に振り替え

る。 

（ 建 物 ） 14,045,000 ＊ （ 建 設 仮 勘 定 ） 10,500,000 

（ 当 座 預 金 ） 3,500,000

（ 現 金 ） 45,000 

 ＊ ￥10,500,000＋￥3,500,000＋￥45,000＝￥14,045,000 

３．資本的支出・収益的支出 

建物の修繕を行い、代金は小切手を振り出して支払った。￥650,000は資本的支出に

該当し、残額は収益的支出に該当する。修繕引当金の残高があるので取り崩す。

Point
建物の免震機能を向上

させる効果があるとい

うことは、建物の価値

を高めることになるた

め、資本的支出に該当

する。 

修繕引当金を先に取り

崩し、引当金の残高を

超えた金額は修繕費勘

定で処理する。 

（ 建 物 ） 650,000 （ 当 座 預 金 ） 1,325,000

（ 修 繕 引 当 金 ） 300,000 

（ 修 繕 費 ） 375,000 ＊ 

 ＊ ￥1,325,000－￥650,000－￥300,000＝￥375,000 

４．有形固定資産の割賦購入 

約束手形の期日が到来し、当座預金口座から引き落とされた。割賦購入のさい、利

息部分を区分し、前払利息勘定に計上している。手形の決済時に定額法により費用計

上する。

Point
本日９月30日の処理が

問われている。 

営業外取引で手形を振

り出しているため、営

業外支払手形勘定で処

理している。 

利息部分＝手形代金の

総額－現金販売価額 
（ 営 業 外 支 払 手 形 ） 896,000 （ 当 座 預 金 ） 896,000 

（ 支 払 利 息 ） 35,840 ＊ （ 前 払 利 息 ） 35,840 

 ＊ ￥896,000×５枚＝￥4,480,000（手形代金の総額） 

￥4,480,000－￥4,300,800＝￥179,200（利息部分）

￥179,200÷５枚＝￥35,840 

５．有形固定資産の買換え

小型トラックを下取りに出し、新しい小型トラックを購入した。購入価額と下取価

額の差額は翌月末に支払う。 

Point
生産高比例法は利用し

た分だけ減価償却費を

計上する。 

帳簿価額＝取得原価－

減価償却累計額－減価

償却費 

売却損益＝下取価額－

帳簿価額 

未払金＝購入価額－下

取価額 

（ 車両運搬具減価償却累計額 ） 1,491,750 （ 旧 車 両 運 搬 具 ） 1,950,000 

（ 減 価 償 却 費 ） 146,250 ＊１ （ 未 払 金 ） 2,210,000 ＊３ 

（ 固 定 資 産 売 却 損 ） 182,000 ＊２ 

（ 新 車 両 運 搬 具 ） 2,340,000 

＊１ ￥1,950,000×0.9× 
9,750km

117,000km
 ＝￥146,250 

＊２ ￥130,000－（￥1,950,000－￥1,491,750－￥146,250）＝△￥182,000（売却損） 

＊３ ￥2,340,000－￥130,000＝￥2,210,000 

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略



第２問（20点） 

解 答 

問１ 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

自平成27年４月１日 至平成28年３月31日 (単位：円) 

株 主   資   本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 その他資本剰余金 
資本剰余金 

合 計 
利益準備金 

当 期 首 残 高 4,500,000 1,012,500 0 1,012,500 105,000 

当 期 変 動 額 

剰余金の配当  ( Ａ★ 7,500 )

別途積立金の積立て 

新株の発行 ( Ａ  576,000 ) ( Ａ  384,000 )  ( Ａ  384,000 ) 

吸 収 合 併 ( ０  875,000 ) ( ０  500,000 ) ( Ａ★ 250,000 ) ( Ａ  750,000 ) 

当期純利益 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 

当期変動額合計 ( Ａ★1,451,000 ) ( Ａ★ 884,000 ) ( Ａ  250,000 ) ( Ａ 1,134,000 ) ( Ａ 7,500 )

当 期 末 残 高 ( Ａ 5,951,000 ) ( Ａ 1,896,500 ) ( Ａ  250,000 ) ( Ａ 2,146,500 ) ( Ａ  112,500 )

下段へ続く 

上段より続く 

株 主   資   本 評価・換算差額等 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計 
その他有価証券 

評 価 差 額 金 
その他利益剰余金 利益剰余金 

合 計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 37,500 1,000,000 1,142,500 6,655,000  ( Ｂ★ 12,000 )

当 期 変 動 額 

剰余金の配当   ( Ａ★△207,500 ) ( Ａ △200,000 ) ( Ａ △200,000 )

別途積立金の積立て ( ０★ 22,500 ) ( ０ △22,500 ) ― ―

新株の発行 ( Ａ 960,000 )

吸 収 合 併 ( Ａ 1,625,000 ) 

当期純利益 ( ０★ 250,000 ) ( ０ 250,000 ) ( ０  250,000 ) 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
( Ｂ★ △8,000 )

当期変動額合計 ( ０   22,500 ) ( Ａ   20,000 ) ( Ａ   50,000 ) ( Ａ 2,635,000 ) ( Ｂ △8,000 )

当 期 末 残 高 ( Ａ   60,000 ) ( Ａ 1,020,000 ) ( Ａ 1,192,500 ) ( Ａ 9,290,000 ) ( Ｂ 4,000 )

問２ 

の れ ん ￥ Ｂ★ 362,500

★ １つにつき２点 合計20点

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

解き方

解答にあたって

１．問題文をよく読み、資料の内容を整理します。読み飛ばさないように、重要な箇

所にチェックを入れましょう。

２．株主資本等変動計算書の作成が問われています。金額が負の値のときは、金額の

前に△を付けることを忘れないようにしましょう。また、記入する順番に決まりは

ありませんが、集計する金額を間違えないように注意しましょう。

３．「当期首残高＋当期変動額合計＝当期末残高」という関係があります。また、その

他有価証券は洗替法によるため、再振替仕訳を忘れないようにしましょう。

Point
株主資本

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 

その他資本剰余金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 

繰越利益剰余金 

評価・換算差額等

その他有価証券評価差

額金 

取引を確認しながら仕訳を行い、当期首残高および当期変動額を記入する

（ 繰 越 利 益 剰 余 金 ） 207,500 （ 未 払 配 当 金 ） 200,000 ＊１ 

（ 利 益 準 備 金 ） 7,500 ＊２ 

Point
積立上限額＝資本金の

額の４分の１－（資本

準備金＋利益準備金） 

株主配当金の10分の１

を準備金に積み立てる

必要があるが、積立上

限額までとなる。 

剰余金の配当欄の行を

記入する。 

＊１ ＠￥100×2,000株＝￥200,000 

＊２ ￥4,500,000× 
１

４
 ＝￥1,125,000（資本金の額の４分の１） 

￥1,125,000－(￥1,012,500＋￥105,000)＝￥7,500（積立上限額）…① 

￥200,000× 
１

10
 ＝￥20,000（株主配当金の 10 分の１）…② 

①＜②より、￥7,500（利益準備金の積立額） 

剰余金の配当欄

利益準備金：￥7,500

繰越利益剰余金：△￥207,500

利益剰余金合計：￥7,500＋△￥207,500＝△￥200,000 

株主資本合計：△￥200,000

（ 繰 越 利 益 剰 余 金 ） 22,500 （ 別 途 積 立 金 ） 22,500 

Point
別途積立金の積立て欄

の行を記入する。 

別途積立金の積立て欄

別途積立金：￥22,500

繰越利益剰余金：△￥22,500

（ 当 座 預 金 ） 960,000 （ 資 本 金 ） 576,000 ＊１ 

（ 資 本 準 備 金 ） 384,000 ＊２ 

Point
資本金としなかった金

額は資本準備金とす

る。 

新株の発行欄の行を記

入する。 

＊１ ＠￥3,200×300株＝￥960,000（払込金） 

￥960,000×60％＝￥576,000 

＊２ ￥960,000－￥576,000＝￥384,000 

新株の発行欄 

資本金：￥576,000

資本準備金：￥384,000

資本剰余金合計：￥384,000

株主資本合計：￥576,000＋￥384,000＝￥960,000

新株の発⾏

別途積⽴⾦の積⽴て 

剰余⾦の配当

Step 1

Step 0



第３問（20点） 

解 答 

貸 借 対 照 表 
平成28年３月31日 

( 単位：円 ) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

 Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債 

⑩ 現 金 預 金  ( Ａ1,116,000 )  支 払 手 形   ( ０ 276,500 ) 

 受 取 手 形  ( ０ 270,000 )   買 掛 金  ( ０ 525,000 ) 

② 貸 倒 引 当 金  ( Ａ  2,700 )  ( Ａ 267,300 ) 未払法人税等 ( ☆ 75,000 ) ⑱

① 売 掛 金  ( Ａ 830,000 )   未 払 費 用 ( Ａ  3,750 ) ⑮

③ 貸 倒 引 当 金  ( Ａ  8,300 )  ( Ａ★821,700 ) 流動負債合計  ( 880,250 ) 

⑥ 有 価 証 券  ( Ａ 182,550 ) Ⅱ 固 定 負 債 

⑤  商 品   ( Ａ★242,000 ) 長 期 借 入 金  ( ０ 450,000 ) 

⑭ 前 払 費 用  ( Ａ★ 32,000 ) 固定負債合計  ( 450,000 ) 

⑧ 未 収 収 益  ( Ｂ★ 1,700 ) 負 債 合 計  ( 1,330,250 ) 

流動資産合計  ( 2,663,250 ) 純 資 産 の 部 

 Ⅱ 固 定 資 産 Ⅰ 株 主 資 本 

 有 形 固 定 資 産  資 本 金  ( ０7,000,000 ) 

 建 物  ( ０7,275,000 )   Ａ 利 益 準 備 金  ( ０ 430,000 ) 

⑫ 減価償却累計額  ( Ａ1,422,500 )  ( ★5,852,500 ) 繰越利益剰余金  ( 735,000 ) ⑲ 

備 品  ( ０ 800,000 )  株主資本合計  ( 8,165,000 ) 

⑪ 減価償却累計額  ( Ａ 462,500 )  ( Ａ 337,500 ) 純 資 産 合 計  ( 8,165,000 ) 

有形固定資産合計  ( 6,190,000 ) 

無 形 固 定 資 産 

⑬ ソ フ ト ウ ェ ア  ( Ａ★270,000 )

無形固定資産合計  ( 270,000 ) 

投資その他の資産 

⑦ 投資有価証券  ( Ａ★ 72,000 )

⑨ 長 期 性 預 金  ( Ａ★300,000 )

投資その他の資産合計  ( 372,000 ) 

固定資産合計  ( 6,832,000 ) 

資 産 合 計  ( 9,495,250 ) 負債及び純資産合計  ( 9,495,250 ) 

区分式損益計算書に表示される利益 

④ 売 上 総 利 益 ￥ Ａ☆ 2,712,000

⑯ 営 業 利 益 ￥ ☆ 254,000

⑰ 税 引 前 当 期 純 利 益 ￥ ☆ 250,000

   ＊ 上記の○番号は、解説の番号と対応しています。 

★ １つにつき２点

☆ １つにつき１点

合計20点 

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

解き方

解答にあたって

１．問題文をよく読み、資料の内容を整理します。読み飛ばさないように、重要な箇

所にチェックを入れましょう。

２．貸借対照表の作成とともに、区分式損益計算書に表示される、指定された種類の

利益の金額も問われているので、答案用紙から解答に必要な利益を確認しておきま

しょう。

３．これ以上、金額の増減がないと判断できたら、決算整理前残高試算表の金額に加

減して、答案用紙に記入していきましょう。

Point
見越し・繰延べなど月

割計算が必要となる場

合があるので、会計期

間をしっかり確認して

おく。 

決算にあたっての修正事項の処理

１．売掛金の貸倒れ

（ 貸 倒 引 当 金 ） 9,000 （ 売 掛 金 ） 27,000 

（ 貸 倒 損 失 ） 18,000 ＊ 

Point
前期分は貸倒引当金を

取り崩し、当期分は貸

倒損失勘定で処理す

る。 

 ＊ ￥27,000－￥9,000＝￥18,000（残額） 

貸倒損失：￥18,000 

２．検収基準

（ 売 掛 金 ） 200,000 （ 売 上 ） 200,000 ＊ Point
３月中に検収が完了

し、収益の認識は検収

基準にもとづいている

ので、当期の売上とし

て計上する。 

 ＊ ＠￥800×250個＝￥200,000 

売掛金：￥657,000－￥27,000＋￥200,000＝￥830,000 … ①

売上高：￥8,300,000＋￥200,000＝￥8,500,000

決算整理事項の処理

１．貸倒引当金の設定

（ 貸 倒 引 当 金 繰 入 ） 8,000 ＊ （ 貸 倒 引 当 金 ） 8,000 Point
貸倒引当金が減少して

いることに注意する。 
 ＊ ￥270,000×１％＝￥2,700（受取手形に対する設定額） 

￥830,000×１％＝￥8,300（売掛金に対する設定額）

（￥2,700＋￥8,300）－（￥12,000－￥9,000）＝￥8,000 
設定額合計 貸倒引当金残高 

貸倒引当金（受取手形）：￥2,700 … ②

貸倒引当金（売掛金）：￥8,300 … ③

貸倒引当金繰入：￥8,000 

２．売上原価の計算および商品の評価（売上原価を仕入勘定で算定していると仮定）

（ 仕 入 ） 230,000 （ 繰 越 商 品 ） 230,000 

（ 繰 越 商 品 ） 250,000 （ 仕 入 ） 250,000 

（ 棚 卸 減 耗 損 ） 5,000 ＊１ （ 繰 越 商 品 ） 8,000 

（ 商 品 評 価 損 ） 3,000 ＊２ 

（ 仕 入 ） 8,000 （ 棚 卸 減 耗 損 ） 5,000

（ 商 品 評 価 損 ） 3,000

Point
棚卸減耗損と商品評価

損は、売上原価の増加

要因となる。 

売上原価＝期首商品棚

卸高＋当期商品仕入高

－期末商品棚卸高＋棚

卸減耗損＋商品評価損 

＊１ ￥250,000－￥245,000＝￥5,000 

＊２ （＠￥800－＠￥650）×20個＝￥3,000 

Step 2

Step 1

Step 0



 

 

第４問（20点） 

解 答 

問１ 

予 算 部 門 別 配 賦 表 (単位：円) 

費  目 合  計
製  造  部  門 補  助  部  門 

第１製造部 第２製造部 材料倉庫部 修 繕 部 工場事務部 

部 門 費 63,600,000 29,100,000 24,000,000 4,000,000 3,000,000 3,500,000 

材料倉庫部費 ０ 4,000,000 Ａ★3,000,000 Ａ 1,000,000 

修 繕 部 費 ０ 3,000,000 Ａ 1,800,000 Ａ★1,200,000

工場事務部費 ０ 3,500,000 Ａ★2,100,000 Ａ 1,400,000

製 造 部 門 費 ０ 63,600,000 Ａ 36,000,000 Ａ 27,600,000 

問２ 

第１製造部の予定配賦率 ＝ Ａ ★ 5,000 円／時間 

第２製造部の予定配賦率 ＝ Ａ ★ 4,600 円／時間 

問３ 

借 方 科 目  金 額  貸 方 科 目  金 額 

仕 掛 品 2,415,000 製 造 間 接 費 2,415,000 Ａ 

問４ 

借 方 科 目  金 額  貸 方 科 目  金 額 

製 造 間 接 費 46,250 原 価 差 異 46,250 Ａ 

問５ 

予 算 差 異 ＝ Ｂ ★ 68,750 （ 有利差異 ・ 不利差異 ） 

操 業 度 差 異 ＝ Ｂ ★ 115,000 （ 有利差異 ・ 不利差異 ） 

 （有利差異・不利差異）のいずれかを〇で囲みなさい。 

★ １つにつき２点

仕訳１組につき３点 

合計20点 

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

予算部門別配賦表の作成

第１製造部： 
4,000,000円

1,500kg＋500kg
 ×1,500kg＝3,000,000円 

第２製造部： 
4,000,000円

1,500kg＋500kg
 ×500kg＝1,000,000円 

Point
直接配賦法を採用して

いるので、補助部門相

互間の用役提供の授受

を無視して製造部門に

のみ配賦する。 

配賦基準にもとづい

て、補助部門費を第１

製造部と第２製造部に

按分する。 

第１製造部および第２

製造部に集計された金

額がそれぞれの予算額

（補助部門費配賦後）

となる。 

第１製造部： 
3,000,000円

600時間＋400時間
 ×600時間＝1,800,000円

第２製造部： 
3,000,000円

600時間＋400時間
 ×400時間＝1,200,000円

第１製造部： 
3,500,000円

30人＋20人
 ×30人＝2,100,000円

第２製造部： 
3,500,000円

30人＋20人
 ×20人＝1,400,000円

部門別予定配賦率の計算

第１製造部の予定配賦率：36,000,000円÷7,200時間＝5,000円/時間

第２製造部の予定配賦率：27,600,000円÷6,000時間＝4,600円/時間

Point
予定配賦率＝製造部門

費の合計÷予定直接作

業時間 

仕訳および差異分析

製造間接費-第２製造部

実際発生額 予定配賦額

2,368,750円 2,415,000円 

原 価 差 異 46,250円 

原 価 差 異

製造間接費-第２製造部

46,250円 

製造間接費勘定から仕掛品勘定への振替え

（ 仕 掛 品 ） 2,415,000 ＊１ （ 製 造 間 接 費 ） 2,415,000 

製造間接費勘定から原価差異勘定への振替え

（ 製 造 間 接 費 ） 46,250 （ 原 価 差 異 ） 46,250 ＊２

Point
原価差異＝予定配賦額

－実際発生額 

＋の場合→有利差異 

－の場合→不利差異 

＊１ ＠4,600円×525時間＝￥2,415,000（予定配賦額） 

＊２ ￥2,415,000－￥2,368,750＝￥46,250（有利差異）

Step 1

材料倉庫部費

修繕部費

⼯場事務部費

Step 2

予定配賦率

Step 3

仕 訳



第５問（20点） 

解 答 

問１ Ａ 2,450 個 

問２ Ａ 5,700,000 円 

問３ Ａ 30 ％ 

問４ Ａ 540,000 円 

問５ Ｂ 600,000 円 

１問につき４点 合計20点 

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

推定箇所の算定

営業利益：5,250,000円×12％＝630,000円 

製造固定費：2,100,000円－570,000円－630,000円＝900,000円 

貢献利益

2,100,000円

製造固定費

（  ？ ）円

固定販売費及び一般管理費

570,000円

営業利益

630,000円

Point
営業利益＝売上高×売

上高営業利益率 

貢献利益＝製造固定費

＋固定販売費及び一般

管理費＋営業利益 

数値の算定

損益分岐点における販売数量

貢献利益率：2,100,000円÷5,250,000円＝0.4（40％） 

損益分岐点における売上高：1,470,000円÷0.4＝3,675,000円 

3,675,000円÷＠1,500円＝2,450個

構成比

（100％）売 上 高 3,675,000

（ 60％）変 動 費 ÷0.4（貢献利益率）

（ 40％）貢 献 利 益 1,470,000

固 定 費 1,470,000

営 業 利 益 0

貢献利益

1,470,000円

固定費

1,470,000円

営業利益

0円 

Point
貢献利益率＝貢献利益

÷売上高 

変動費＝変動売上原価

＋変動販売費 

固定費＝製造固定費＋

固定販売費及び一般管

理費 

貢献利益＝固定費＋営

業利益 

損益分岐点は営業利益

がゼロとなる。 

売上高の40％が貢献利

益となるので、割り戻

すことにより売上高を

計算する。 

目標営業利益を達成するための売上高

（1,470,000円＋810,000円）÷0.4＝5,700,000円

構成比

（100％）売 上 高 5,700,000

（ 60％）変 動 費 ÷0.4（貢献利益率）

（ 40％）貢 献 利 益 2,280,000

固 定 費 1,470,000

営 業 利 益 810,000

貢献利益

2,280,000円

固定費

1,470,000円

目標営業利益

810,000円

Point
貢献利益＝固定費＋営

業利益 

売上高の40％が貢献利

益となるので、割り戻

すことにより売上高を

計算する。 

Step 1

推定箇所

Step 2

問１

問２




